
令和９年度～令和13年度 

更別村ふるさとプラザ　指定管理業務仕様書 

 

　更別村（以下「村」という。）が管理している、更別村ふるさと館・イベント広場・

ファミリー広場・フラワーゾーン・バーベキューハウス（以下「ふるさとプラザ」と

いう。）の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、関係法令等による他この仕

様書による。 

 

１　趣旨 

　　本仕様書は、ふるさとプラザの指定管理者が行う業務の内容及び履行方法につい

て定めることを目的とする。 

 

２　ふるさとプラザの管理運営に関する基本的な考え方　 

（１）指定管理とする目的 

ふるさとプラザの管理運営について、多様化する利用者のニーズに効果的・

効率的に対応するため、民間に蓄積されたノウハウやサービスを活かし、円滑

な運営と村民サービスの向上を図り、利用者の増加に繋げるとともに、施設及

び設備の適切な維持管理を行い、管理経費の縮減を図ることを目的とする。 

（２）管理運営の基本的考え方 

　　　　ふるさとプラザの設置目的（公園設置条例：村民の憩いの場として整備し、

村民の心身の健康増進並びに地域振興を図る／ふるさと館管理条例：地域住民

の生活文化活動、体験農園や農産加工等農業を通した研修及び交流等の用に供

し、もって若者定住と交流の促進に寄与する）に留意し、以下の管理運営を行

うこと。 

ア　地域住民や利用者の意見・要望を管理運営に反映させること。 

　　イ　個人情報の保護を徹底すること。 

ウ　施設使用料、販売する物品の価格等は、当該地域における類似施設の価格

等を考慮して適正に定めること。 

エ　常に利用者に対するサービスの徹底を図るとともに、施設及び設備の保全

並びに施設内の秩序の維持及び安全に万全を期すこと。 

オ　効率的かつ効果的な運営を行い、経費の節減に努めること。 

カ　村内における特定の個人や団体及びグループに対して、有利あるいは不利

になるような取扱いをしないこと。 

キ　より多くの村民が施設等を利用できる機会を提供し、食品加工研修室等を

利用した各種講座等の開催により活力ある施設づくりを目指すこと。 

　 

３　ふるさとプラザ施設の概要 

　（１）更別村ふるさと館 

　　①更別村ふるさと館（以下「ふるさと館」という。） 



 

　　②ふるさと館屋外トイレ（以下、「屋外トイレ」という。） 

 所 在 地 更別村字更別189番地1
 施 設 概 要 設置年月日：平成９年６月30日 

構造規模：鉄筋コンクリート 

建物面積：3,791.09㎡ 

敷地面積：19,484㎡
 主な施設内容 屋内広場　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,602.9㎡ 

休憩談話室・倉庫１　　　　　　　 　　　　　　108.28㎡ 

屋内ステージ・調整室１　　　　　　　　　　　 118.38㎡ 

屋外ステージ　　　　　　　　　　　　　　　　  85.83㎡ 

屋内広場２階キャットウォーク　　　　　　　　 183.04㎡ 

更衣室１・更衣室２　　　　　　　　　　 　　　 27.00㎡ 

食品加工研修室・更衣室３・前室・準備室　　 　257.56㎡ 

音楽活動練習室・調整室２　　　　　　　 　     96.69㎡ 

郷土芸能練習室・倉庫２　　　　　　　　　　　 112.29㎡ 

大会議室　　　　　　　　　　　　　　　　　　 148.50㎡ 

小会議室　　　　　　　　　　　　　　　　　　  42.00㎡ 

情報研修室・準備室　　　　　　　　　　　 　　 87.68㎡ 

和室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　67.50㎡ 

ミーティングルーム　　　　　　　　　　　　　　27.00㎡ 

男女便所６カ所・身障者便所２カ所　　　　　　  98.81㎡ 

機械室１・機械室２　　　　　　　　　　　　　　89.80㎡ 

ロッカー室１・ロッカー室２　　　　　　　　　　10.00㎡ 

シャワー室　　　　　　　　　　　　　　　　　 　6.20㎡ 

事務室　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 104.56㎡ 

物品庫１・物品庫２・物品庫３　　　　　　　　  64.48㎡ 

給湯室・洗面所　　 　　　　　　　　　　　　　 12.44㎡ 

風除室１・風除室２・風除室３・風除室４・裏入口　50.60㎡ 

ロビー・展示コーナー・廊下　　　　　　　　　 535.45㎡ 

車庫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24.50㎡

 所 在 地 更別村字更別189番地1
 施 設 概 要 設置年月日：平成８年９月30日 

構造規模：鉄筋コンクリート 

建物面積：54.00㎡
 主な施設内容 ホール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17.05㎡ 

男子便所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14.50㎡ 



　　③ふるさと館格納庫（以下、「格納庫」という。） 

 

　　④ふるさと館ゴミステーション（以下、「ゴミステーション」という。） 

 

⑤ふるさと館周辺管理地１、２ 

 

（２）イベント広場 

 

（３）ファミリー広場 

 

（４）フラワーゾーン 

 女子便所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16.20㎡ 

身障者用便所　　　　　　　　　　　　　　　　　 6.25㎡

 所 在 地 更別村字更別189番地1
 施 設 概 要 設置年月日：平成８年９月30日 

構造規模：鉄骨 

建物面積：196.00㎡
 主な施設内容 備品用具庫　　　　　　　　　　　　　　　　　　84.00㎡ 

倉庫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　56.00㎡ 

農場用倉庫　　　　　　　　　　　　　　　　　　52.30㎡ 

便所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3.70㎡

 所 在 地 更別村字更別189番地1
 施 設 概 要 設置年月日：平成９年10月13日 

建物面積：57.95㎡
 

主な施設内容 車寄せ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21.60㎡ 

ごみ置き場　　　　　　　　　　　　　　　　　　15.00㎡ 

焼却炉置き場　　　　　　　　　　　　　　　　　21.35㎡

 所 在 地 更別村字更別189番地1他
 施 設 概 要 敷地面積：１　28,516㎡　２　5,564㎡　
 

主な施設内容 緑地、駐車場、倉庫

 所 在 地 更別村字更別189番地1他
 施 設 概 要 敷地面積：6,424㎡
 

主な施設内容 芝生広場、遊歩道

 所 在 地 更別村字更別189番地1他
 施 設 概 要 敷地面積：12,800㎡
 

主な施設内容 芝生広場、サッカーゴール

 所 在 地 更別村字更別南４線96番地1他



 

（５）バーベキューハウス 

 

４　利用時間等 

　　以下に定めるとおりとするが、特に必要があると認めるときは、村長の承認を得

て変更することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（１） ふるさと館 

ア　開館時間　午前９時から午後10時まで 

イ　休 館 日　12月29日から１月３日まで 

食品加工研修室は毎週月曜日 

（２） 屋外トイレ 

ア　開放時間　５月１日から10月31日まで　午前９時から午後６時まで 

イ　閉鎖期間　11月１日から４月30日まで 

（３） イベント広場、ファミリー広場、バーベキューハウス 

ア　開放時間　５月１日から10月31日まで　午前９時から午後10時まで 

イ　閉鎖期間　11月１日から４月30日まで 

 

５　指定期間（予定　議決事項） 

　　令和９年４月１日から令和14年３月31日までの５年間とする。 

　　ただし、管理を継続することが妥当でないと認めるときは、指定管理者の指定を

取消すことがある。（指定期間は議会の議決事項であるため、指定管理者の議決時に

指定期間も確定する。） 

 

６　法令等の遵守 

　　ふるさとプラザの管理にあたっては、本仕様書のほか、次に掲げる法令に基づく

こと。また、その他業務に関する必要な許認可、検査は指定管理者において手続き

を行い、各種関係法令を遵守すること。 

（１）地方自治法（昭和22年法律第67号） 

（２）更別村公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

（３）更別村公園設置条例 

（４）更別村公園設置条例施行規則 

（５）更別村ふるさと館管理条例 

（６）更別村ふるさと館管理条例施行規則 

（７）更別村情報公開条例 

 施 設 概 要 敷地面積：3,640㎡
 

主な施設内容 フラワーゾーン（花畑）

 所 在 地 更別村字更別189番地1他
 施 設 概 要 敷地面積：290㎡
 

主な施設内容 バーベキュー台４台、四阿１棟



（８）更別村個人情報の保護に関する法律施行条例 

 

７　指定管理者が行う業務の内容　 

（１）共通 

ア　職員の配置等に関すること 

一　施設の管理運営業務を行う責任者（常駐）を１名配置するほか、必要な

人員を置くこと。なお、職員の採用にあっては、更別村内に住所を有する

者若しくは更別村に転居する者を優先すること。職員の採用にあたって特

別の事情がある場合には、その都度協議を行うこと。 

二　施設の管理運営に必要な人員又は資格者等は、指定管理者において配置

すること。但し、業務の一部であって、専門的な知識又は技術を必要とし、

かつ自ら運営することが困難なもの、又は運営上特に効果的であると認め

られるものについては、当該業務を適確に遂行するに足りる能力を有する

者に委託することを可とする。 

　　　イ　受付業務に関すること 

　　　　一　丁寧で礼儀正しい受付業務を実施すること。 

　　　　二　滞りなく施設を利用できるように、問い合わせ等に対して適切に案内、

対処すること。 

　　　　三　予約の受付とスケジュール管理をすること。村内の団体等と村外の団体

等で受付期間を設定して、村内の団体等が優先して利用できるよう設定す

ること。（例　村内は90日前から予約可、村外は60日前から予約可） 

　　　ウ　施設及び設備の維持管理に関すること 

　　　　一　「村民のための施設」であることを念頭に、常に利用者の立場に立った

管理を行うこと。 

　　　　二　施設は、各施設の利用時間において、正常に使用できる状態に維持する

こと。 

三　効率的で効果的な運営に徹し、より良いサービスをできるだけ安い費用

により提供できるよう工夫すること。必要のない照明、暖房は消す等、経

費の縮減に努めること。利用者のいない時間帯や利用後は、特に注意する

こと。 

　　　　四　施設の保全を行うため、施設の清掃を行うこと。また、害虫の被害対策

を実施すること。建物及び敷地の美観を維持し、施設の用途・目的にふさ

わしい管理方法を実践すること。 

　　　　五　施設の適正な運営を行うため、設備に関する保守管理を行うこと。 

　　　　六　消耗品の購入、工作物及び物品の修繕並びに更新は、指定管理者の負担

において行うこと。 

　　　エ　利用料金収入の取扱い 

　　　　一　施設の管理運営にあたっては、各施設の規定に基づいた「利用料金制度」

を採用する。 

　　　　二　利用料金や自主事業としての利用料金以外の人的サービス及び物販等に



係る料金等（以下「利用料金等」という。）は、指定管理者が施設を管理し

ていくために必要な管理経費に充てることとし、指定管理者の収入となる

ものとする。 

　　　　三　指定管理者は施設の管理運営に係る収支について責任を負うことになり、

施設の利用を促進し収入の確保を図る努力を必要とする。 

　　　　四　村の定めによる特定の団体等については、利用料金を減免若しくは免除

すること。なお、減免若しくは免除となった相当額について、村からの補

填はない。 

　　　　五　施設の利用料金は、条例に定められている利用料金を限度として、あら

かじめ村長の承認を得て、指定管理者が定めることができるものとする。

なお、条例に定められている利用料金には消費税が含まれている。 

　　　　六　指定管理者は、利用券の作成、販売、利用料金の収受を管理すること。

また、利用券の販売人数、金額及び利用者の人数を集計すること。 

　　　オ　指定期間内の管理料 

　　　　　　指定期間内の管理料は、指定管理者が応募の際に提出した事業計画書を

基本に、村長と指定管理者の協議により決定することとする。 

　　　　　　そのため、決定した管理料は、この仕様書に定める責任分担により規定

する事項を除き、精算しないこととする。 

　　　カ　経理に関すること 

　　　　　　経理規程を策定し、収支において厳正な経理事務を行うこと。 

　　　　　　利用料金の収受と日計等の集計を行うこと。 

　　　　　　つり銭、両替資金を用意すること。　　　 

キ　自主事業に関すること 

　　　　　　自主事業は、公序良俗に反しない内容で関係法令等を遵守し、村の定期

的な開催事業を妨げない範囲で企画、立案し実施すること。 

　　　　　　自主事業に必要な経費は、指定管理者の負担とし、参加者からの負担金

等を財源とすること。 

　　　ク　施設における使用行為に関すること 

　　　　　　施設使用許可の業務を行うこと。 

　　　　　　また、施設内の一部を使用し営業等を行う予定の出店者の取扱いについ

ては、施設の維持管理に問題が生じない上で、指定管理者と出店者とで協

議し決定すること。 

　　　ケ　忘れ物、落し物、紛失物の管理に関すること 

　　　　　　落し物等を発見した場合には、落とし主から誤解を受けないよう事務室

等で複数職員により確認、保管することとし、所有者が現れた時には、落

し物等との照合を行い、間違いのないように返却すること。 

　　　　　　保管期間については、１ヶ月程度が妥当であるが、保管期間が終了した

落し物等は適切に処分等すること。ただし、金品等については、指定管理

者の判断により警察に届けることを可とする。 

　　　コ　応急処置に関すること 



　　　　　　施設の利用者が体調不良を訴えたりケガをしたりした場合には、必要に

応じて家族等へ連絡をしたり応急手当の処置をすること。 

　　　サ　戸締りに関すること 

　　　　　　退館時には出入口や窓を閉め、照明、空調機器、暖房機器等の電源を確

認し、施錠について、厳に対処すること。 

 

　（２）ふるさと館 
 従事者
 施設の管理運営業務を行う責任者を１名配置するほか、必要な人員を

置くこと。 

従事者は、利用者の負傷、事故等が発生した際に、適切かつ迅速な応

急救護を行うことができるよう必要な講習等を受講すること。
 受付業務
 　親切丁寧な対応を心がけ、整理整頓と滞りなく日々の業務を遂行し、

常にサービスの向上に努めること。また、利用者の公平と平等利用の確

保に努めること。 

　また、イベント広場、ファミリー広場、バーベキューハウスの受付も

兼ねるものとする。 

① 施設利用者の申請受付及び利用状況の点検・管理。 

② 料金取扱及び書類の整備。 

③ 利用人数実績の整理。 

④ 貸出物品の申込受付、整理整頓指導及び点検・管理。 

⑤ 郵便物等の受領、事務所内の電話対応。 

⑥ 利用者の利用マナーの指導。 

⑦ 器具・用具等の巡回・点検。 

⑧ 業務にあたる時間及び週の状況。 

 

 管理業務
 　経費縮減に努めながら管理することを原則とし、施設を安全にかつ快

適に利用できるようにすること。不具合が発生した場合には迅速に対応

すること。 

① 業務開始時 

　ア 当日使用がある各部屋の開錠、暖房の確認・設定、諸設備の異常有

無の確認。 

 大会議室等 利用時間：９時～22 時

 食品加工研修室 利用時間：９時～17 時　※毎週月曜日休館



 　イ 午前８時45分に正面玄関の開錠・開扉。 

② 開館中 

ア 各室使用後の暖房の確認・設定、忘れ物の点検、諸設備の点検・確

認、消灯確認、ガスの元栓の閉栓（食品加工研修室のみ）、凍結の防

止（厳寒期）。 

イ 施設周辺の管理（施設出入口・正面玄関付近の除雪作業等）。 

ウ 事故防止上必要と認められる措置及び随時の巡視。 

エ 火災・盗難防止、火気の取締り。 

③ 閉館時 

　ア 午後10時に正面玄関及び職員通用口の閉錠・閉扉。 

イ 暖房の確認・設定、忘れ物の点検、諸設備の点検・確認、窓・風除

室を含めた施錠確認、消灯確認、ガスの元栓の閉栓確認（食品加工

研修室のみ）。 

ウ 機械警備への移行・施錠。 

④ その他担当課が指示する事項。 

⑤　除雪（施設周辺箇所） 

　※駐車場等、重機の入れる場所は、村の除雪車が出動する基準に達し

た場合、村で実施する。但し、建物に近い箇所は重機が入らないた

め、指定管理者で実施すること。 

⑥　冬季の作業（スノーポールの設置・撤去） 

⑦　開館に向けての準備作業及び閉館に係る作業（屋外トイレ） 

⑧　周辺管理地１、２について、景観維持に努めるものとする。 

⑨　格納庫、ゴミステーションの機能を維持するため適正な管理をする

こと。 

⑩　食品加工研修室については、休館となる月曜日に床の水洗い、作業

台天板拭きをすること。 
⑪　屋内広場は利用者のブラシがけを主とするが、ごみ・虫等を適期に

拾い機能維持に努めるものとする。 

 機器点検・検査業務
 　施設の性能が維持できるように、機器等の保守・法定及び定期点検を

実施し、設備を適切に管理すること。また、修理、交換、整備等が必要と

なった場合には、最善な方法により迅速に対応すること。 

①　消火器（使用期限に達する前に、更新すること） 

　　・更新10年　・詰替５年 

②　地下燃料タンク漏洩検査（１回／年） 

（Ａ重油 10kl） 



 ③　温水ボイラー保守点検（２回／年）２台 

（メーカー：タクマ　　型番：HKFL－630CH） 

・バーナー部清掃・燃焼室清掃点検・燃焼試運転調整 

④　蒸気ボイラー保守点検（２回／年）１台 

・本体、送風機、給水ポンプ、燃料ポンプ、開閉器の点検及びこれ

に伴う修理 

※令和８年度機器更新のため令和９年度１年間は補償期間となる。 

⑤　薬注装置保守点検（２回／年）１台 

（メーカー：ミウラ　　型番：CPI－10S） 

・本体、薬液の漏れ、吐出状況、ダイヤル目盛、薬品調合量、ロッ

クナット等の点検整備及びこれに伴う修理 

⑥　軟水装置保守点検（２回／年）１台 

（メーカー：ミウラ　　型番：MS－5） 

・本体、制御、設定、動作、塩水等の点検整備及びこれに伴う修理 

⑦　消防設備点検（総合点検１回／年、機器点検１回／年） 

※令和９年度までは村で発注する。令和10年度から指定管理者で発

注すること。 

⑧　自動ドア保守点検（２回／年）２か所 

※令和９年度までは村で発注する。令和10年度から指定管理者で発

注すること。 

⑨　電気保安業務（１回／２ヶ月） 

（受電設備容量　193KVA） 

※令和９年度までは村で発注する。令和10年度から指定管理者で発

注すること。 

⑩　機械警備業務（通年） 

※令和９年度までは村で発注する。令和10年度から指定管理者で発

注すること。 

⑪　害虫駆除業務　（２回／年） 

　　・食品加工研修室の昆虫等防除 

 日常清掃
 １．日常清掃（土曜日・日曜日・祝祭日・年末年始は除く） 

　・業務日数　５月～10 月（月曜日・水曜日・金曜日　週３日） 

　　　　　　　４月及び 11 月～３月（週５日） 

　・業務面積　971.06 ㎡ 

 
（１）室内及び共用部分 



 　①　床（和室含む）の掃き掃除。汚れに応じて洗剤等で掃除すること。 
　②　壁、窓枠、手すり、カウンター、テーブル、書庫等は、届く範囲で

塵埃を払い、必要部分は乾拭きすること。 
　③　くず入れの内容物の除去。 

④　各出入口のドアについては、ガラス、把手は乾拭きして磨くこと。

それ以外の部分は、状況に応じて乾拭き又は水拭きすること。　 
⑤　玄関マットは常に泥を取り除くとともに、冬季においてはマット

の目に雪が詰まったり、凍結しないように充分注意すること。 
⑥　カーペット、マット類は、真空掃除機により吸塵掃除をし、汚れ

に応じて洗剤等で掃除すること。 
⑦　雨天等の場合は、特に留意して清掃にあたること。 

 
（２）トイレ 

①　床は掃き掃除のうえ、水拭きすること。 
②　腰タイル、窓枠、立体物は塵埃を除去し、汚れを拭き取ること。 
③　便器、手洗い器は、洗剤等により洗浄し、汚染のない状態にする

こと。 
④　鏡、ドア把手、放水ハンドルは、乾拭きして磨くこと。 

　⑤　くず入れの内容物を除去すること。 
　⑥　汚物入れは、内容物を所定の場所に捨て、容器を洗浄すること。 
　⑦　タオルペーパー、トイレットペーパー、水石鹸の補充をすること。 

 特別清掃
 １．業務面積及び年間回数 

　・屋内広場電気部分：46 個年１回　拭き清掃 

・食品加工研修室天井・壁・床部分：527.4 ㎡　　年１回 

　　　／壁面部分(ガラス除く)：137.4 ㎡ 

　　　　（加工研修室、乳製品加工室） 

　　　／天井部分　　　　　 ：195 ㎡ 

（加工研修室、乳製品加工室） 

　　　／床部分　　　　　　 ：195 ㎡ 

（加工研修室、乳製品加工室） 

　　　／目皿　　　　　　　 ：25 ㎡ 

（加工研修室、乳製品加工室） 
２．食品加工研修室天井・壁・床 

①　壁、天井、腰タイル、床等の汚れの著しい箇所は、洗剤を用いて

汚れを落とすこと。 
②　清掃にあたり食品加工機器・食器棚は清掃時の汚れが付着するこ

とのないよう被覆すること。 



 

（３）イベント広場、ファミリー広場 

 ３．特別床清掃等（年１回実施） 

　・床（Ｐタイル）　697.18 ㎡（一部隔年で次回は 1,144.23 ㎡） 

　・カーペット　458.52 ㎡（一部隔年次回は 564.7 ㎡） 

　・ハードマット　23.5 ㎡ 

　・ガラス　462 ㎡（３年に一度２階部 201 ㎡） 

（１）硬質床 

　[一般床洗浄] 

　①椅子等軽微な什器の移動を行い、床面の除塵を行う。 

　②床面に適正に希釈した表面洗浄用洗剤をむらのないよう塗布する。 

　③洗浄用パッド又は洗浄用ブラシを装着したポリッシャーで、汚れを

洗浄する。 

　④吸水用真空掃除機又は床用スクイジーで汚水を除去する。 

　⑤2 回以上水拭きを行って、汚水や洗剤分を完全に除去した後、十分に

乾燥させる。水拭き作業は、床全体をモップで水拭きすることによ

り行う。移動した椅子等を元の位置に戻す。 

　[表面洗浄（床保護材が塗布されている場所）] 

　①椅子等軽微な什器の移動を行う。 

　②既存樹脂床維持剤の剥離を行う。剥離作業は、剥離剤を床面に塗装

し、しばらく時間を置いた後、ポリッシャーで洗浄する。ポリッシ

ャーでは届かない箇所については、手作業により剥離作業を行う。 

　③吸水用真空掃除機又は床用スクイジーで汚水を除去する。 

　④床全体をポリッシャー又はモップで水洗いし、吸水用真空掃除機又

は床用スクイジーで汚水を完全に除去した後、十分に乾燥させる。 

水洗い作業の回数は、２回以上とする。 

　⑤樹脂床維持剤を、塗り残しや塗りむらのないように格子塗りし、十

分に乾燥する。 

　⑥樹脂床維持剤の塗布回数は、原則として２回（格子塗り）とする。 

　⑦移動した椅子等軽微な什器を元の位置に戻す。 

（２）繊維床 

　[全面クリーニング] 

　①カーペット床全面を洗浄し、丁寧に汚れを除去する。 

（３）窓ガラス 

　①両面に水又は適正洗剤を塗布し、窓用スクイジーで汚れを除去する。

 管理業務
 　経費縮減に努めながら管理することを原則とし、施設を安全にかつ快

適に利用できるようにすること。不具合が発生した場合には迅速に対応

すること。 



 

（４）フラワーゾーン 

 

（５）屋外トイレ、バーベキューハウス 

 ①　芝生の管理、緑地帯の草刈り 

②　遊歩道、通路の管理（雑草取り、除草剤散布、落ち葉・枝・石・ゴミ

拾い） 

③　開場に向けての準備作業及び閉場に係る作業 

　　（サッカーゴールの設置・撤去、バーベキューハウスの冬囲い） 

 管理業務
 　経費縮減に努めながら管理することを原則とし、花畑としての景観保

持に努めること。 

 管理業務
 　経費縮減に努めながら管理することを原則とし、施設を安全にかつ快

適に利用できるようにすること。不具合が発生した場合には迅速に対応

すること。 

①　開錠、施錠、鍵等の管理 

②　施設の開放・閉鎖に係る作業 

　　（冬期間からの機器の動作確認、冬期に向けての凍結対策等）
 日常清掃
 １．業務箇所 

屋外トイレ　　　　　　１棟…54 ㎡ 

バーべキューハウス　　４箇所（屋根付１箇所・屋根無３箇所） 

２．清掃期間及び作業時間 

①屋外トイレ、周辺ゴミ清掃は５月～10 月の土、日、祝日を除く概

ね２日に１回とする。 

②バーべキューハウスは５月～10 月の月１回程度とする。 
３．作業方法 
（１）トイレ清掃 

①床は掃き掃除のうえ、水拭きすること。 
　　②腰タイル、窓枠、立体物は塵埃を除去し、汚れを拭き取ること。 
　　③便器、手洗い器は洗剤等により洗浄し、汚染のない状態にするこ

と。 
　　④鏡、ドア把手、放水ハンドルは、乾拭きして磨くこと。 
　　⑤くず入れの内容物を除去すること。 
　　⑥汚物入れは、内容物を所定の場所に捨て、容器を清掃すること。 



 

８　遵守事項 

　（１）防火管理者を１名配置し、必要な届出等の手続きをすること。 

　（２）指定管理者として、効率的な管理運営、サービスの向上、利用者の増加を目

指すため、サービス遂行目的、行動計画、達成目標を指定管理者が自ら設定す

ること。また、月１回以上、結果の検証と予定を確認し、継続的にサービス水

準の向上、業務改善を実施していくこと。 

　（３）指定管理者は、従事者を業務に相応しい服装（会社名・氏名を明記）により

業務を行わせるほか、身分証明書を携行すること。また、利用者と接すること

の多い従事者は、その施設を印象づけるうえで重要であることから、好感の持

てる態度、言動による業務を指導すること。 

 　　⑦タオルペーパー、トイレットペーパー、水石鹸の補充をするこ　

と。 
（２）バーベキューハウス清掃 
　　①床の掃き掃除 
　　②屋根、壁、コンロ周り、ベンチの灰、埃等の清掃 
　　③炉の灰等残渣物の除去 

 特別清掃
 １．業務面積及び回数 

　　・床タイル部分　　　 ：54 ㎡　　　　２回 

　　　（ロビー、男子便所・女子便所・車椅子便所） 

　　・壁面部分(ガラス含む)：75 ㎡　　　　１回 

　　　（ロビー、男子便所・女子便所・車椅子便所、各個室パーテーショ

ン含む） 

　　・天井部分　　　　　 ：54 ㎡　　　　 １回 

（ロビー、男子便所・女子便所・車椅子便所） 

・ 便　器　　　　　  ：大便器７、小便器４       ２回 
　　　（男子便所・女子便所・車椅子便所） 
２．床・壁面・天井部分 
　①　タイル等の床は、掃き掃除のうえ、洗剤を散布しポリッシャーに

て汚れを落とし、汚水を拭き取り泥しみ等が残らないようにするこ

と。 
　②　壁、天井、腰タイル等の汚れの著しい箇所は、洗剤を用いて汚れ

を落とすこと。 
３．トイレ 
　①　便器は洗剤薬液で拭き、乾布により磨き上げ汚染のない状態にす

ること。 



　（４）指定管理者は、従事者によるサービスと専門性の向上を目指し、新任研修、

定期研修等必要な研修を提供すること。機器操作、施設管理等の一連の作業は、

故障や事故の原因となることから、操作・作業マニュアルを作成し、過ちを起

こさないよう業務内容を周知すること。また、従事者の健康を保ちつつ、労働

意欲を失わせない配慮をすること。 

　（５）指定管理者は、不審者への対応や不審物処理のため、定期的に従事者の教育

をすること。危険な状況では、直ちに利用者や来館者の安全を確保し、また、

従事者が危害に遭わないように警察や消防署に連絡し対処すること。 

　（６）指定管理者は、業務処理、緊急時対応策、防犯・防災体制について、マニュア

ルを作成し、従事者に指導を行うこと。また、重大な問題については、速やか

に村長に報告すること。 

　（７）指定管理者は、従事者名簿を村に提出すること。また、毎月の勤務実績につ

いて翌月末までに村に提出すること。 

　（８）指定管理者は、毎日、利用人数及び収入その他必要事項（点検）を日誌等に

記録するものとし、月末及び年度末にその実績数値の集計を村に報告すること。 

　（９）指定管理者は、個人情報の保護体制をとり、従事者に周知徹底を図り、業務

上知り得た個人情報が漏洩しないようにすること。 

　（10）インターネットを通じた管理等をする場合には、悪意のあるアクセスやウイ

ルスに対して最善の対策を構築しておくこと。 

 

９　災害時の対応 

　　指定管理者は、災害が発生し、又は、災害が発生する恐れがあるときは、必要な

対応・対策を施すこと。被害があったときには、迅速に対処すること。 

　　また、ふるさと館は避難所となっていることから、避難所の開設となった場合に

は、村の要請・対応に協力すること。 

 

10　事業報告等 

　（１）事業報告 

　　　　年度事業が完了した場合は、事業報告書に関係書類を添付し、５月31日まで

に村へ提出すること。 

　（２）業務の調査 

　　　　村長から管理業務又は経理状況について、臨時に報告を求められた場合は、

速やかに業務報告書を提出すること。また、当該報告書の内容について現地調

査が行われる場合、これに協力すること。 

 

11　物品の帰属等 

（１）村の所有に属する物品等については無償で貸与する。なお、その修理並びに更

新又は廃棄等については事前に村長と協議すること。 

（２）指定管理者が故意又は過失により備品等を破損したときは、これを弁償また

は自己の費用で同等の機能及び価値を有するものを購入又は調達するものとす



る。なお、その際購入又は調達した物品は村に帰属するものとする。 

（３）指定管理料により指定管理者が購入した物品は、指定管理業務終了後は、村の

帰属とする。 

　　　　ただし、老朽化等により指定管理者が更新した新たな物品は返却を要しない。 

 

12　責任分担 

　　村と指定管理者の責任分担は、次のとおりとする。ただし、次に定められた責任

分担に特殊な事情で疑義が生じた場合、又は定めのない責任が生じた場合は、村と

指定管理者が協議の上、責任分担を決定するものとする。 

　　１件当たり20万円未満の修繕は、指定管理者において迅速に修繕することとし、

修繕に要する年間経費として、過去の修繕に要した実績を勘案して、60万円を予算

計上すること。 

　　また、１件当たり20万円以上の修繕は、村において補正予算により対応すること

とする。 
 

種　類 内　容

責任分担
 

村

指定

管理

者
 社会情勢等の

変動による損

失

年度途中での、物価、賃金水準や金利の変動に

よる経費の増加
○

 著しい物価の高騰、大幅な単価の上昇による

経費の増加

両者の協議に

よる
 需要見込みの変化や競合施設によるもの ○

 更別村側の要因による管理運営費の増加 ○
 法令等の変更 施設管理運営に影響を及ぼす法令変更 ○
 上記以外の法令変更 ○
 施設・設備・備

品の損傷

修繕 

【20万円未満の場合（原則１ヵ所・１品）】
○

 修繕 

【20万円以上の場合（原則１ヵ所・１品）】
○

 大規模改修等資本的増加である工事 ○

 指定管理者の管理上の瑕疵及び責めに帰すべ

き事由による損傷
○

 第三者の行為から生じた小規模なもので相手

方が特定できないもの
○

 第三者の行為から生じた上記以外のもので相

手方が特定できないもの
○



 

13　指定期間満了後の事務引継ぎ 

　　指定管理者は、その指定期間満了時において、次期指定管理者が円滑かつ支障な

く、施設の管理運営業務を遂行できるように引継ぎを行うものとする。 

 

14　事業の継続が困難となった場合の措置等 

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合の措

置 

村は指定管理者の指定を取消す等の措置をとることとする。この場合、村に

生じた損害は指定管理者が賠償するものとする。また、次期指定管理者が円滑

かつ支障なく、施設の管理運営業務を遂行できるように引継ぎを行うものとす

る。 

　（２）その他の事由により事業の継続が困難となった場合の措置 

　　　　災害その他の不可抗力、村及び指定管理者双方の責めに帰すことのない事由

により業務の継続が困難となった場合、事業継続の可否について協議するもの

とする。なお、一定期間に協議が整わない場合、指定管理者の協定を解除でき

るものとする。また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、施設の管理運営業

務を遂行できるように、引継ぎを行うものとする。 

　（３）施設の管理運営上のリスク対応 

　　　　管理運営上の瑕疵に原因があって事故が発生した場合に対応するため、指定

 債務不履行 更別村が協定内容を不履行 ○
 指定管理者が業務及び協定内容を不履行 ○
 性能不適合 協定により定めた管理運営サービスの要求水

準に不適合
○

 管理運営上の

事故等に伴う

損害賠償

施設管理運営上の瑕疵による事故又は指定管

理者の責めに帰すべき行為により利用者に損

害を与えた場合、又は臨時休業に伴う損害

○

 更別村側の要因により、施設の管理運営業務

の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の

変更を余儀なくされた場合の経費及びその後

の管理運営経費の増加経費

○

 上記以外の場合 両者の協議に

よる
 不可抗力 地震、台風等の自然災害、暴動、緊急事態宣言

等による業務の変更、中止、延期又は臨時休業

が長期間となった場合の新たな経費

○

 個人情報の保

護

指定管理者の責めに帰すべき事由により情報

の漏洩又はこれに伴う犯罪の発生
○



管理者はリスクに応じた保険等に加入すること。 

　　　　なお、村において災害その他の不可抗力により破損した場合の建物災害共済

保険に加入している。 

 

15　原状回復 

　　指定管理者は、指定期間の満了、指定が取消された場合又は協定を解除された場

合、村の指示に基づき、施設を原状に復して引き渡すものとする。（機能低下があっ

た場合の機能低下前の状態にすることを含む。）ただし、指定管理者が村長の承諾を

得て機能向上を行った箇所、村長が行った機能向上の箇所及び村長が特に必要であ

ると認める箇所についてはこの限りではない。 

 

16　指定管理者に対する監督 

　　村は、指定管理者が管理する施設の適正な運営を期するため、指定管理者に対し

て、当該業務内容又は経理状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な

指示をすることができるものとする。 

　　指定管理者がその指示に従わず、指定管理者による管理を継続させることが適当

でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部また

は一部の停止を命ずることができるものとする。 

 

17　業務を実施するにあたっての注意事項 

業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

（１）公の施設であることを常に念頭において運営すること。 

（２）指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定又は要綱等を作成するときは、

村と協議を行うこと。 

　（３）その他、本仕様書に記載のない事項については、村と協議を行うこと。


